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*  本稿の原案に対して後藤康雄 SF から懇篤なコメントをいただいたこと、また、DP 検討会において小

























分に考慮されていない。米国製造業を対象とした分析では、センサス局の Census of 
Manufacturers やそれを基礎とした Longitudinal Research Database が用いられることが
多いが、生産労働者については工場毎のマンアワーが用いられていても、非生産労働
者については従業者数に産業レベルの労働時間データ（CPS 等）を乗じてマンアワー
を計算するのが一般的である（Bartelsman and Dhrymes, 1998; Foster et al., 2008; 
Syverson, 2004 等)。 英国でも、 国家統計局 （ONS） の ARD （Annual Respondents Database）
を用いた Disney et al. (2003)は、工場毎の労働者数に２ケタ業種別の労働時間を乗じて
マンアワーとしており、Aghion et al. (2009)は、従業者数を労働投入のデータとしてい
る。非製造業を対象とした分析ではデータの制約がより厳しく、例えば米国小売業の
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        
*1  RIETI の生産性研究の全体像については森川(2010）のサーベイ参照。 - 3 -

















  主要国を見ても、OECD 統計（http://stats.oecd.org）によれば、2008 年のパートタイ















*3  Gaston and Kishi (2007)は、 日本のパートタイム雇用でフルタイム類似の仕事をしてい
る労働者がサービス産業、専門職等で多いことを指摘している。 
*4  「毎月勤労統計」の産業分類は 36 業種であるが、このうち製造業が 23 業種であり、
非製造業は標準産業分類１ケタレベルである。 - 4 -












ない。生産性（特に TFP）の計測全般の問題については、例えば Nadiri (1970)、Hulten 

















                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        


















  本稿で使用するのは、経済産業省「企業活動基本調査」の平成 19 年調査（計数は
2006 年度）のクロスセクション・データである。同年のサンプル企業数は 27,917 社で
ある。同調査の対象は、鉱業、製造業、卸・小売・飲食店、一部のサービス業に属す




 平 成19 年調査から調査項目としてパートタイム労働者のフルタイム換算人数が調











                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        
*6 平 成 19 年調査から、 請負労働者数も調査対象に加えられている。 非正規雇用の実態把
握への要請が高まっていることが背景にある。 なお、 商業統計も平成 19 年調査においてパ
























(A)  企業毎に計測される誤差（lnLPj② - lnLPj①, lnTFPj② - lnTFPj①）の平均値、中央
値 
























る。*10  ちなみに、「毎月勤労統計」の就業形態別総実労働時間（2006 年度、30 人以










                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        
*9  生産関数による TFP の推計は関数形による制約が強いこと等から、 RIETI において 「企
業活動基本調査」のマイクロデータを用いた TFP 分析では、コスト・シェアを用いたノン
パラメトリックな計測が行われる例が多い（Nishimura et al., 2005; Fukao and Kwon, 2006



















86％、 毎勤は 75％であり、 両者の差は比較的小さい。 全産業ベースでの違いが大きいのは、


































                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        




































































































  日本の実質 GDP 成長率は 1990 年以降の平均（2008 年まで）で平均年率 1.0％と低
迷している。こうした中、昨年末に発表された「新成長戦略・基本方針」では今後 10
年間 2％の実質経済成長率を目指すこととされている。労働力人口が減少する中、今
後の TFP 上昇率は経済成長率を規定するカギである。ちなみに 2010 年度予算案によ
ると税収は 37.4 兆円に落ち込む見込みだが、今後、TFP 伸び率が 0.1％違えば 2020 年- 12 -
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図１  一般労働者とパートタイム労働者の労働時間の動き（毎月勤労統計） 
 
 



































製造業 86% 100% 75% 57% 50%
電力・ガス 87% 100% 75% 57% 50%
卸売業 86% 100% 74% 55% 50%
小売業 80% 89% 63% 50% 40%
サービス業 81% 100% 64% 47% 33%
その他 85% 100% 72% 50% 40%
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一般労働者 パートタイム労働者- 16 -






























































































製造業 電力・ガス 卸売業 小売業 サービス業 その他 全産業- 17 -
表３  産業大分類別生産性の推計誤差（％換算） 
 
（１）平均値
産業 LP誤差 同絶対値 TFPa誤差 同絶対値 TFPb誤差 同絶対値
製造業 -0.9% 2.5% 1.1% 2.6% 0.0% 2.9%
電力・ガス -0.6% 1.1% 1.0% 1.4% 0.0% 2.3%
卸売業 -2.5% 3.6% -0.1% 3.1% 0.0% 3.8%
小売業 -4.7% 10.3% -1.8% 7.3% 0.0% 9.5%
サービス業 -4.6% 8.1% -1.8% 6.4% 0.0% 8.0%
その他 -2.0% 3.0% 0.3% 2.8% 0.0% 3.5%
全産業 -2.3% 4.6% 0.0% 3.8% 0.0% 4.7%
（２）中央値
産業 LP誤差 同絶対値 TFPa誤差 同絶対値 TFPb誤差 同絶対値
製造業 -0.2% 0.6% 1.6% 1.8% 0.0% 1.5%
電力・ガス 0.0% 0.0% 1.3% 1.3% -0.2% 1.7%
卸売業 -0.6% 0.9% 1.4% 1.9% 0.7% 2.2%
小売業 -1.5% 4.3% 0.6% 2.8% 0.8% 5.0%
サービス業 -0.2% 0.7% 1.6% 2.0% 0.7% 3.1%
その他 0.0% 0.4% 1.6% 1.8% 0.5% 1.8%





































番号 産業名 乖離幅 N
846 ボウリング場 42.1% 6
841 映画館 30.5% 12
701 一般飲食店 23.4% 435
774 個人教授所 18.5% 23
711 その他の飲食店 15.6% 23
761 教育 14.5% 59
845 遊園地・テーマパーク 14.3% 57
807 写真業 13.8% 39
720 旅館・ホテル 13.6% 37
849 その他の娯楽業 13.4% 11
（２）ＴＦＰa
番号 産業名 乖離幅 N
846 ボウリング場 24.2% 6
701 一般飲食店 15.7% 435
841 映画館 13.4% 12
711 その他の飲食店 11.1% 39
774 個人教授所 10.6% 23
807 写真業 10.3% 11
761 教育 9.8% 37
844 スポーツ施設提供業 9.5% 26
570 飲食料品小売業 9.2% 854
849 その他の娯楽業 8.1% 57
（２）ＴＦＰb
番号 産業名 乖離幅 N
841 映画館 27.1% 12
774 個人教授所 25.5% 23
846 ボウリング場 22.0% 6
701 一般飲食店 19.1% 435
711 その他の飲食店 18.8% 39
761 教育 15.5% 37
908 テレマーケティング業 14.3% 15
839 他に分類されない生活関連サービス業 13.1% 8
720 旅館・ホテル 12.1% 59
807 写真業 12.0% 11
（注）乖離幅は、補正後の数字－補正前の数字の絶対値。- 19 -
表５  パートタイムとフルタイムを区別しない場合の生産性の推計誤差（％換算） 
 






表７  パートタイム労働時間補正前後の生産性の相関係数 
（１）平均値
産業 LP誤差 同絶対値 TFPa誤差 同絶対値 TFPb誤差 同絶対値
製造業 -0.6% 3.3% 3.8% 4.3% 0.0% 2.8%
電力・ガス 0.0% 1.4% 3.3% 3.3% 0.0% 1.6%
卸売業 -14.4% 18.2% -7.7% 9.7% 0.0% 3.4%
小売業 -7.2% 19.0% -1.7% 11.4% 0.0% 11.2%
サービス業 -5.8% 13.0% -0.5% 7.8% 0.0% 7.7%
その他 -0.5% 3.2% 3.9% 4.0% 0.0% 2.8%
全産業 -5.2% 9.6% 0.0% 6.8% 0.0% 4.7%
（２）中央値
産業 LP誤差 同絶対値 TFPa誤差 同絶対値 TFPb誤差 同絶対値
製造業 -1.1% 1.9% 3.2% 3.2% -0.9% 1.4%
電力・ガス -0.8% 0.8% 2.8% 2.8% -0.7% 1.1%
卸売業 -16.5% 19.8% -9.3% 10.3% -1.1% 1.9%
小売業 -16.5% 19.8% -8.3% 9.9% -1.9% 8.4%
サービス業 -9.1% 13.2% -2.7% 5.0% -1.0% 2.2%
その他 -0.6% 2.6% 3.4% 3.4% -0.7% 1.2%






全産業 製造業 電力・ガス 卸売業 小売業 サービス業 その他
労働生産性 0.984 0.994 1.000 0.991 0.937 0.972 0.995
TFPa 0.990 0.995 0.999 0.995 0.970 0.984 0.997
TFPb 0.981 0.991 0.998 0.991 0.936 0.965 0.994
（２）パートタイム労働者をフルタイムと区別しないで計測した生産性との相関係数
全産業 製造業 電力・ガス 卸売業 小売業 サービス業 その他
労働生産性 0.976 0.992 0.999 0.990 0.920 0.967 0.995
TFPa 0.985 0.993 0.998 0.995 0.957 0.982 0.997




修正後上方修正 4,076 18,797 14,147
修正後下方修正 14,707 7,094 11,742
（注）TFPaはノンパラメトリックな計測, TFPbは生産関数による推計。- 20 -
 









全産業 製造業 電力・ガス 卸売業 小売業 サービス業 その他
LP 0.582 0.555 0.749 0.527 0.442 0.685 0.742
LP（補正後） 0.597 0.561 0.754 0.540 0.464 0.715 0.749
TFPa 0.556 0.490 0.312 0.576 0.476 0.670 0.631
同（補正後） 0.565 0.494 0.314 0.586 0.488 0.695 0.635
TFPb 0.482 0.453 0.518 0.503 0.412 0.548 0.608
同（補正後） 0.493 0.458 0.519 0.515 0.431 0.565 0.615
（注）「補正後」は企業レベルのパートタイム労働時間を用いた時の数字。- 21 -


































産業名 平均 中央値 10ﾊﾟｰｾﾝﾀｲ
ﾙ値
農業 76.4% 87.5% 14.3%
鉱業 89.4% 100.0% 60.0%
建設業 88.0% 100.0% 62.2%
畜産食料品製造業 82.0% 93.2% 50.0%
水産食料品製造業 83.6% 100.0% 57.1%
精穀・製粉業 86.4% 100.0% 53.2%
その他の食料品製造業 81.2% 88.9% 50.0%
清涼飲料・酒類・茶・たばこ製造業 82.2% 100.0% 45.5%
飼料・有機質肥料製造業 85.3% 100.0% 61.1%
製糸・紡績業 81.3% 82.5% 45.5%
織物・ニット生地製造業 85.2% 100.0% 60.0%
染色整理業 85.1% 100.0% 50.0%
その他の繊維工業 84.2% 100.0% 53.8%
織物・ニット製衣服製造業 86.1% 100.0% 57.1%
身の回り品・その他の繊維製品製造業 86.2% 87.9% 66.7%
製材・合板製造業（家具を除く） 83.6% 100.0% 50.0%
その他の木製品製造業 87.3% 100.0% 50.0%
家具・装飾品製造業 88.1% 100.0% 66.7%
パルプ・紙製造業 89.6% 100.0% 56.3%
紙加工品製造業 84.2% 100.0% 50.0%
印刷・同関連業 86.7% 100.0% 58.3%
化学肥料・無機化学工業製品製造業 87.7% 100.0% 50.0%
有機化学工業製品製造業 85.7% 100.0% 54.3%
化学繊維製造業 95.2% 100.0% 68.4%
油脂加工製品・石鹸等製造業 88.6% 100.0% 63.6%
医薬品製造業 89.3% 100.0% 64.3%
その他の化学工業製品製造業 89.5% 100.0% 66.7%
石油精製業 96.2% 100.0% 77.3%
その他の石油製品・石炭製品製造業 93.2% 100.0% 72.7%
プラスチック製品製造業 84.3% 100.0% 56.4%
タイヤ・チューブ製造業 88.1% 94.2% 66.7%
その他のゴク製品製造業 88.5% 100.0% 62.5%
なめし革・同製品・毛皮製造業 88.7% 100.0% 63.2%
ガラス・同製品製造業 85.5% 100.0% 54.5%
セメント・同製品製造業 87.1% 100.0% 50.0%
その他の窯業・土石製品製造業 84.5% 100.0% 50.0%
銑鉄・粗鋼・鋼材製造業 86.8% 100.0% 50.0%
鋳鍛造品・その他の鉄鋼製品製造業 83.7% 100.0% 50.0%
非鉄金属製錬・精製業 90.7% 100.0% 60.0%
非鉄金属加工品製造業 88.4% 100.0% 66.7%
建設用・建築用金属製品製造業 87.5% 100.0% 60.0%
その他の金属製品製造業 86.5% 100.0% 50.0%
金属加工機械製造業 85.9% 100.0% 53.8%
特殊産業用機械製造業 88.6% 100.0% 55.6%
事務用・サービス用機械器具製造業 84.2% 98.8% 50.0%
その他の機械・同部分品製造業 85.9% 100.0% 57.1%
産業用電気機械器具製造業 84.4% 91.7% 62.7%
民生用電気機械器具製造業 86.6% 100.0% 63.6%
電子応用装置製造業 87.3% 100.0% 65.6%


































産業名 平均 中央値 10ﾊﾟｰｾﾝﾀｲ
ﾙ値
通信機械器具等製造業 88.3% 100.0% 63.6%
電子計算機等製造業 89.7% 100.0% 69.0%
電子部品・デバイス製造業 87.1% 100.0% 62.4%
自動車・同付属品製造業 88.0% 100.0% 61.5%
その他の輸送用機械器具製造業 87.9% 100.0% 55.3%
医療用機械器具等製造業 89.8% 100.0% 66.7%
光学機械器具・レンズ製造業 85.3% 88.9% 63.6%
時計・同部分品製造業 78.6% 100.0% 40.0%
その他の精密機械器具製造業 87.4% 100.0% 62.5%
その他の製造業 84.6% 100.0% 50.0%
電気業 93.4% 100.0% 75.0%
ガス業 85.4% 100.0% 50.0%
電気通信業 89.6% 100.0% 50.0%
放送業 94.1% 100.0% 70.5%
ソフトウエア業 88.8% 100.0% 53.8%
情報処理・提供サービス業 86.9% 100.0% 50.0%
インターネット付随サービス業 87.6% 100.0% 60.0%
映画・ビデオ制作業 90.4% 100.0% 50.0%
新聞業 77.2% 78.6% 42.9%
出版業 84.7% 100.0% 46.7%
その他の情報通信業 90.2% 100.0% 60.0%
道路貨物運送業 82.0% 95.0% 49.0%
倉庫業 91.6% 100.0% 75.0%
その他の運輸業 80.8% 100.0% 40.0%
繊維品卸売業 87.4% 100.0% 66.7%
衣服・身の回り品卸売業 84.7% 100.0% 57.8%
農畜産物・水産物卸売業 81.8% 93.1% 50.0%
食料・飲料卸売業 81.6% 87.3% 51.7%
建築材料卸売業 89.3% 100.0% 60.0%
化学製品卸売業 86.8% 100.0% 52.9%
鉱物・金属材料卸売業 87.0% 100.0% 51.8%
再生資源卸売業 83.9% 100.0% 50.0%
一般機械器具卸売業 90.0% 100.0% 60.0%
自動車卸売業 87.0% 100.0% 53.8%
電気機械器具卸売業 89.8% 100.0% 66.7%
その他の機械器具卸売業 87.0% 100.0% 57.1%
家具・建具・じゅう器等卸売業 87.2% 100.0% 50.0%
医薬品・化粧品卸売業 85.5% 100.0% 52.9%
その他の卸売業 85.5% 100.0% 56.6%
織物・衣服等小売業 83.4% 94.1% 53.4%
飲食料品小売業 74.5% 74.4% 48.3%
自動車・自転車小売業 88.2% 100.0% 55.6%
家具・建具・じゅう器小売業 80.0% 83.2% 50.0%
機械器具小売業 83.1% 100.0% 50.0%
医薬品・化粧品小売業 74.2% 75.0% 42.3%
燃料小売業 79.3% 90.8% 47.4%
その他の小売業 80.2% 88.9% 49.5%
金融・保険業 75.2% 80.0% 50.0%
クレジットカード業・割賦金融業 81.8% 93.7% 53.1%

































産業名 平均 中央値 10ﾊﾟｰｾﾝﾀｲ
ﾙ値
不動産賃貸・管理業 76.6% 94.7% 38.2%
駐車場業 82.4% 82.4% 64.7%
一般飲食店 72.1% 74.8% 38.1%
その他の飲食店 75.8% 82.1% 46.1%
旅館・ホテル等 78.9% 100.0% 37.5%
医療・福祉業 72.6% 70.3% 48.6%
教育 69.8% 74.1% 21.6%
個人教授所 74.4% 74.0% 41.8%
土木建築サービス業 88.2% 100.0% 62.5%
デザイン・機械設計業 87.9% 100.0% 50.0%
写真業 78.8% 100.0% 40.8%
エンジニアリング業 88.3% 100.0% 60.0%
その他の専門サービス業 86.2% 100.0% 50.0%
学術・研究開発機関 79.9% 80.0% 50.0%
洗濯業 76.4% 76.5% 50.0%
特殊浴場業 59.9% 62.5% 49.5%
その他の洗濯・理容・美容・浴場業 78.9% 92.3% 37.1%
旅行業 86.0% 100.0% 55.3%
冠婚葬祭業 79.8% 100.0% 46.3%
写真現像・焼付業 84.0% 100.0% 20.0%
その他の生活関連サービス業 71.5% 72.2% 63.6%
他に分類されない生活関連サービス業 69.7% 63.9% 50.0%
映画館 73.6% 75.0% 44.4%
ゴルフ場 77.6% 93.5% 37.5%
スポーツ施設提供業 65.7% 61.7% 29.5%
公園・遊園地・テーマパーク 83.5% 100.0% 50.0%
ボウリング業 86.9% 100.0% 34.4%
その他の娯楽業 80.0% 87.4% 48.7%
廃棄物処理業 76.8% 86.0% 47.4%
自動車整備業 69.3% 75.7% 11.1%
機械等修理業 88.6% 100.0% 60.0%
産業用機械器具賃貸業 91.2% 100.0% 70.4%
事務用機械器具賃貸業 91.8% 100.0% 66.8%
自動車賃貸業 85.3% 100.0% 46.2%
その他の物品賃貸業 83.1% 100.0% 52.5%
レンタル業 82.4% 100.0% 50.0%
広告業 86.3% 100.0% 50.0%
商品検査業 74.7% 75.0% 33.3%
計量証明業 79.3% 75.6% 50.0%
建物サービス業 71.3% 75.0% 36.6%
民営職業紹介業 86.3% 100.0% 57.3%
警備業 75.3% 97.5% 13.4%
ディスプレイ業 91.7% 100.0% 66.7%
労働者派遣業 85.6% 100.0% 50.0%
テレマーケティング業 78.3% 81.9% 48.6%
その他の事業サービス業 82.2% 97.1% 50.0%
合計 84.4% 100.0% 50.0%
（注）企業数3以下の業種を除く。- 24 -
参考表２  ３ケタ分類業種別生産性の推計誤差の中央値 
 
産業名 LP誤差 同絶対値 TFPa誤差 同絶対値 TFPb誤差 同絶対値
農業 -0.7% 3.7% 1.1% 2.2% 0.2% 2.7%
漁業 0.0% 0.0% 1.9% 1.9% 0.6% 0.9%
鉱業 0.0% 0.1% 1.3% 1.4% 0.2% 0.6%
建設業 -0.3% 0.4% 1.6% 1.8% 0.4% 1.4%
畜産食料品製造業 -1.0% 2.7% 1.1% 2.3% -0.1% 2.9%
水産食料品製造業 -0.7% 1.8% 1.3% 1.9% 1.0% 2.9%
精穀・製粉業 -0.5% 1.1% 1.3% 1.7% 0.1% 1.0%
その他の食料品製造業 -1.2% 4.6% 0.9% 3.1% 0.0% 4.1%
清涼飲料・酒類・茶・たばこ製造業 0.0% 0.7% 1.5% 1.7% 0.2% 1.6%
飼料・有機質肥料製造業 0.0% 0.3% 1.6% 1.6% -0.2% 1.1%
製糸・紡績業 0.0% 0.7% 1.6% 1.6% -1.0% 2.1%
織物・ニット生地製造業 0.0% 0.6% 1.7% 1.8% 0.6% 1.5%
染色整理業 -0.1% 0.3% 1.7% 1.7% 0.7% 1.1%
その他の繊維工業 -0.5% 1.1% 1.5% 1.8% 0.4% 1.6%
織物・ニット製衣服製造業 -0.6% 1.2% 1.4% 2.0% -0.1% 2.0%
身の回り品・その他の繊維製品製造業 -1.2% 1.8% 1.0% 2.0% 1.7% 3.3%
製材・合板製造業（家具を除く） 0.0% 0.3% 1.7% 1.8% 0.0% 1.0%
その他の木製品製造業 -0.6% 0.7% 1.3% 1.8% 1.0% 1.7%
家具・装飾品製造業 -0.2% 0.5% 1.7% 1.7% 0.0% 1.1%
パルプ・紙製造業 0.0% 0.3% 1.5% 1.6% 0.1% 1.2%
紙加工品製造業 -0.2% 1.1% 1.6% 1.7% -0.1% 1.3%
印刷・同関連業 -0.2% 0.7% 1.5% 1.7% 0.1% 1.3%
化学肥料・無機化学工業製品製造業 0.0% 0.3% 1.5% 1.5% -0.3% 0.9%
有機化学工業製品製造業 0.0% 0.0% 1.6% 1.6% 0.1% 1.3%
化学繊維製造業 -0.7% 0.7% 1.2% 1.5% 0.1% 0.6%
油脂加工製品・石鹸等製造業 -0.3% 0.5% 1.6% 1.6% 0.1% 1.2%
医薬品製造業 -0.2% 0.5% 1.6% 1.7% 0.0% 1.9%
その他の化学工業製品製造業 -0.3% 0.6% 1.4% 1.6% 0.0% 1.5%
石油精製業 0.0% 0.0% 1.4% 1.4% -0.6% 1.4%
その他の石油製品・石炭製品製造業 0.0% 0.2% 1.6% 1.6% 0.2% 1.0%
プラスチック製品製造業 -0.1% 1.1% 1.6% 1.7% -0.6% 1.7%
タイヤ・チューブ製造業 -0.3% 0.7% 1.4% 1.4% -0.1% 2.4%
その他のゴク製品製造業 -0.2% 0.6% 1.7% 1.8% 0.5% 1.5%
なめし革・同製品・毛皮製造業 -1.1% 2.3% 1.0% 2.1% 1.2% 2.5%
ガラス・同製品製造業 -0.1% 0.4% 1.6% 1.7% -0.3% 1.3%
セメント・同製品製造業 0.0% 0.1% 1.7% 1.7% -0.3% 1.0%
その他の窯業・土石製品製造業 0.0% 0.3% 1.6% 1.7% -0.5% 1.4%
銑鉄・粗鋼・鋼材製造業 0.0% 0.2% 1.6% 1.6% -0.2% 1.2%
鋳鍛造品・その他の鉄鋼製品製造業 0.0% 0.2% 1.7% 1.7% 0.1% 1.0%
非鉄金属製錬・精製業 0.0% 0.3% 1.6% 1.6% -0.2% 1.0%
非鉄金属加工品製造業 -0.2% 0.5% 1.6% 1.7% -0.7% 1.3%
建設用・建築用金属製品製造業 0.0% 0.4% 1.7% 1.8% -0.1% 1.0%
その他の金属製品製造業 -0.3% 0.8% 1.6% 1.7% -0.1% 1.4%
金属加工機械製造業 -0.3% 0.6% 1.6% 1.7% 0.1% 1.1%
特殊産業用機械製造業 -0.2% 0.3% 1.7% 1.8% 0.1% 1.2%
事務用・サービス用機械器具製造業 -0.1% 0.6% 1.6% 1.8% 0.7% 1.8%
その他の機械・同部分品製造業 -0.2% 0.5% 1.7% 1.8% 0.1% 1.1%
産業用電気機械器具製造業 0.0% 0.7% 1.8% 1.9% -0.4% 1.5%
民生用電気機械器具製造業 -0.3% 0.8% 1.6% 1.8% 0.3% 1.7%
電子応用装置製造業 0.0% 0.4% 1.8% 1.8% -0.4% 1.8%- 25 -
 
産業名 LP誤差 同絶対値 TFPa誤差 同絶対値 TFPb誤差 同絶対値
その他の電気機械器具製造業 -0.2% 0.7% 1.6% 1.8% 0.5% 1.8%
通信機械器具等製造業 0.0% 0.3% 1.7% 1.8% 0.2% 1.4%
電子計算機等製造業 0.0% 0.2% 1.7% 1.8% 0.0% 1.7%
電子部品・デバイス製造業 -0.1% 0.3% 1.5% 1.7% 0.6% 1.7%
自動車・同付属品製造業 -0.2% 0.5% 1.6% 1.7% 0.1% 1.5%
その他の輸送用機械器具製造業 0.0% 0.3% 1.7% 1.8% -0.2% 1.4%
医療用機械器具等製造業 -1.2% 2.1% 0.9% 1.7% 0.6% 2.4%
光学機械器具・レンズ製造業 -0.4% 0.8% 1.5% 1.8% 0.3% 1.9%
時計・同部分品製造業 -0.1% 2.4% 1.8% 1.8% -1.7% 2.4%
その他の精密機械器具製造業 -0.4% 0.8% 1.5% 1.8% 0.0% 1.4%
その他の製造業 -0.3% 0.9% 1.6% 1.8% 0.4% 1.9%
電気業 0.0% 0.0% 1.2% 1.2% -0.6% 2.9%
ガス業 0.0% 0.3% 1.3% 1.4% -0.2% 1.2%
熱供給業 0.0% 0.0% 1.1% 1.1% -0.1% 0.4%
電気通信業 0.0% 0.0% 1.2% 1.7% 1.1% 2.8%
放送業 -0.1% 0.1% 1.3% 1.7% 2.5% 3.4%
ソフトウエア業 0.0% 0.0% 2.0% 2.0% 0.1% 1.3%
情報処理・提供サービス業 0.0% 0.3% 1.7% 1.9% 0.7% 2.0%
インターネット付随サービス業 0.0% 0.0% 1.6% 1.8% 0.1% 2.2%
映画・ビデオ制作業 0.0% 0.0% 1.8% 1.9% 0.4% 1.2%
新聞業 0.0% 0.3% 1.8% 1.8% -0.1% 1.3%
出版業 0.0% 0.4% 1.9% 1.9% 0.4% 1.8%
その他の情報通信業 -0.3% 0.7% 1.6% 1.8% 1.2% 2.5%
道路貨物運送業 -1.4% 3.6% 0.7% 2.1% 2.4% 4.9%
倉庫業 -1.0% 2.6% 0.9% 1.5% 5.6% 7.1%
その他の運輸業 -0.5% 1.0% 1.3% 1.6% 1.3% 2.5%
繊維品卸売業 -0.3% 0.3% 1.7% 1.9% 0.9% 2.0%
衣服・身の回り品卸売業 -1.7% 2.3% 0.4% 1.9% 2.0% 4.2%
農畜産物・水産物卸売業 -2.4% 4.1% -0.1% 2.1% 1.9% 4.2%
食料・飲料卸売業 -2.1% 3.4% 0.1% 2.0% 1.5% 3.7%
建築材料卸売業 -0.3% 0.4% 1.6% 1.7% 0.5% 1.1%
化学製品卸売業 0.0% 0.3% 1.7% 1.8% 0.5% 1.4%
鉱物・金属材料卸売業 0.0% 0.4% 1.6% 1.8% 0.8% 1.5%
再生資源卸売業 -0.7% 1.1% 1.2% 1.7% 0.9% 2.4%
一般機械器具卸売業 0.0% 0.0% 1.8% 1.9% 0.3% 1.2%
自動車卸売業 -0.6% 0.8% 1.4% 1.8% 0.9% 1.9%
電気機械器具卸売業 -0.2% 0.3% 1.7% 1.9% 0.1% 1.7%
その他の機械器具卸売業 -0.2% 0.5% 1.6% 1.8% 0.3% 1.2%
家具・建具・じゅう器等卸売業 -1.6% 2.5% 0.6% 1.9% 1.7% 3.3%
医薬品・化粧品卸売業 -1.2% 2.2% 1.0% 1.9% 0.8% 2.5%
その他の卸売業 -1.2% 1.5% 0.9% 1.9% 1.6% 2.9%
織物・衣服等小売業 -6.0% 8.1% -2.5% 4.1% 1.1% 7.0%
飲食料品小売業 -6.4% 12.5% -3.1% 9.2% 0.3% 11.9%
自動車・自転車小売業 -0.5% 0.6% 1.5% 1.6% 0.3% 1.2%
家具・建具・じゅう器小売業 -3.4% 6.4% -0.8% 3.1% 1.4% 6.1%
機械器具小売業 -0.5% 0.7% 1.5% 1.9% 2.0% 3.3%
医薬品・化粧品小売業 -0.9% 7.9% 1.1% 5.6% 1.6% 7.9%
燃料小売業 -1.1% 3.6% 0.9% 2.7% 2.1% 4.5%
その他の小売業 -1.8% 5.7% 0.4% 3.4% 2.6% 5.9%
金融・保険業 -0.8% 1.4% 1.0% 1.6% 0.9% 2.2%- 26 -
 
 
産業名 LP誤差 同絶対値 TFPa誤差 同絶対値 TFPb誤差 同絶対値
クレジットカード業・割賦金融業 -0.2% 0.9% 1.5% 1.9% 1.5% 3.5%
不動産取引業 -4.3% 4.8% -1.5% 1.9% 2.9% 6.4%
不動産賃貸・管理業 -0.5% 5.5% 0.9% 3.2% 1.9% 5.9%
一般飲食店 -13.1% 23.4% -8.5% 15.7% 1.7% 19.1%
その他の飲食店 -9.4% 15.6% -5.8% 11.1% 10.3% 18.8%
旅館・ホテル等 -11.0% 13.6% -6.1% 8.0% 4.5% 12.1%
医療・福祉業 -4.4% 8.1% -1.8% 4.6% 5.2% 9.3%
教育 -8.1% 14.5% -4.3% 9.8% 3.6% 15.5%
個人教授所 -12.9% 18.5% -8.8% 10.6% 8.6% 25.5%
土木建築サービス業 -1.9% 2.1% 0.3% 1.6% 1.8% 3.2%
デザイン・機械設計業 0.0% 0.0% 2.0% 2.0% -0.1% 1.4%
写真業 -4.9% 13.8% -2.1% 10.3% -0.4% 12.0%
エンジニアリング業 -0.1% 0.1% 1.8% 1.9% 0.8% 1.8%
その他の専門サービス業 0.0% 0.4% 1.7% 1.9% 1.0% 2.1%
学術・研究開発機関 0.0% 0.1% 1.7% 1.8% 1.7% 2.3%
洗濯業 -6.7% 11.4% -3.6% 8.0% 3.2% 10.0%
その他の洗濯・理容・美容・浴場業 -1.5% 1.6% 0.6% 1.7% 1.2% 3.2%
旅行業 -0.3% 1.2% 1.6% 1.9% 4.3% 5.5%
冠婚葬祭業 -4.1% 6.0% -1.2% 3.3% 3.3% 7.2%
写真現像・焼付業 -7.1% 12.1% -3.9% 7.5% 4.0% 9.6%
その他の生活関連サービス業 -3.2% 3.3% -0.4% 1.9% 0.3% 4.6%
他に分類されない生活関連サービス業 0.1% 3.4% 2.2% 4.9% 7.8% 13.1%
映画館 -14.6% 30.5% -7.5% 13.4% -7.0% 27.1%
ゴルフ場 -5.3% 8.0% -2.0% 4.5% 0.4% 6.9%
スポーツ施設提供業 0.0% 12.1% 1.4% 9.5% -3.3% 10.4%
公園・遊園地・テーマパーク -12.4% 14.3% -6.2% 8.1% -1.3% 9.9%
ボウリング業 -29.6% 42.1% -19.5% 24.2% -14.6% 22.0%
その他の娯楽業 -10.3% 13.4% -5.1% 8.1% 2.0% 11.3%
廃棄物処理業 -0.1% 1.0% 1.4% 1.9% 2.0% 3.1%
自動車整備業 -0.6% 1.4% 1.5% 1.9% -2.3% 3.3%
機械等修理業 -0.5% 0.6% 1.6% 1.8% 0.7% 2.1%
産業用機械器具賃貸業 -0.1% 0.2% 0.9% 1.1% 0.3% 1.4%
事務用機械器具賃貸業 0.0% 0.0% 0.9% 1.6% 1.2% 2.4%
自動車賃貸業 -0.1% 0.5% 1.0% 1.3% 1.9% 2.8%
その他の物品賃貸業 -2.2% 3.4% 0.1% 1.8% 2.6% 4.4%
レンタル業 -1.4% 2.2% 0.7% 1.6% 1.6% 3.2%
広告業 0.0% 0.0% 1.9% 1.9% 1.4% 2.2%
商品検査業 -0.3% 0.7% 1.6% 2.0% 0.3% 0.9%
計量証明業 -0.9% 1.2% 1.1% 1.8% 2.1% 4.0%
建物サービス業 -0.4% 4.0% 1.6% 3.1% -5.6% 7.3%
民営職業紹介業 -0.7% 0.7% 1.3% 1.8% 4.7% 5.8%
警備業 -1.6% 2.7% 0.3% 1.5% 0.6% 2.7%
ディスプレイ業 -0.3% 0.3% 1.7% 1.7% 0.4% 0.6%
労働者派遣業 0.0% 0.2% 1.9% 2.1% 1.5% 4.0%
テレマーケティング業 -1.9% 6.5% 0.3% 4.1% 10.5% 14.3%
その他の事業サービス業 -0.9% 1.4% 1.2% 2.0% 3.6% 5.4%
合計 -0.3% 0.8% 1.5% 1.8% 0.3% 2.0%
（注）企業数3以下の業種を除く。